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平
成
25
年
12
月
24
日
に
税
制
の
改
正
が
閣
議
決

定
さ
れ
、
平
成
26
年
3
月
20
日
に
法
律
案
が
国
会

で
可
決
・
成
立
さ
れ
ま
し
た
。
今
年
の
税
制
改
正

は
法
人
税
関
連
の
減
税
が
目
立
つ
一
方
で
、
個
人

の
所
得
税
関
連
で
は
増
税
の
傾
向
で
す
。

そ
の
中
で
も
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
に
取
り
組
む
た
め
に

知
っ
て
お
き
た
い
日
常
生
活
に
係
る
税
制
改
正
の

内
容
に
つ
い
て
ご
説
明
し
ま
す
。

（
１
）
所
得
税

●
給
与
所
得
控
除
の
縮
小

（
平
成
28
年
度
分
よ
り
）

給
与
所
得
控
除
の
上
限
額
が
適
用
さ
れ
る
給
与

収
入
1
5
0
0
万
円
（
控
除
額
2
4
5
万
円
）
が

平
成
28
年
分
は
1
2
0
0
万
円
（
控
除
額
2
3
0

万
円
）
に
、
平
成
29
年
分
以
降
は
1
0
0
0
万
円

（
控
除
額
2
2
0
万
円
）に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す【
図

表
1
】。

●
ゴ
ル
フ
会
員
権
等
の
譲
渡
損
失
に
つ
い
て
の
損

益
通
算
の
見
直
し

ゴ
ル
フ
会
員
権
や
リ
ゾ
ー
ト
会
員
権
の
売
却
損

失
に
つ
い
て
は
、
従
来
は
給
与
等
の
所
得
か
ら
差

し
引
く
こ
と
（
損
益
通
算
）
が
で
き
ま
し
た
が
、

平
成
26
年
4
月
か
ら
は
控
除
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

●
N
I
S
A
（
非
課
税
口
座
内
の
少
額
上
場
株
式

等
に
係
る
配
当
所
得
及
び
譲
渡
所
得
等
の
非
課

税
措
置
）
の
利
便
性
向
上
の
た
め
の
見
直
し

　【
図
表
2
】

（
平
成
27
年
1
月
か
ら
）

・
1
年
単
位
で
N
I
S
A
口
座
を
開
設
す
る
金
融

機
関
の
変
更
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

・
N
I
S
A
口
座
を
廃
止
し
た
場
合
で
も
N
I
S
A

口
座
の
再
開
設
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

（
２
）
住
宅
関
連

●
新
築
住
宅
に
係
る
固
定
資
産
税
の
減
額
措
置
の

延
長

（
平
成
28
年
3
月
31
日
ま
で
）

新
築
住
宅
に
係
る
固
定
資
産
税
を
3
年
間
（
マ

ン
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
5
年
間
）
2
分
の
1
に
減

額
す
る
特
例
措
置
の
適
用
期
限
が
、
2
年
間
延
長

さ
れ
ま
す
。

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
に
関
す
る

平
成
26
年
度
税
制
改
正
の

ポ
イ
ン
ト

【図表1】

現行 平成28年分の
所得税（※1）

平成29年分以後の
所得税（※2）

上限額が適用される
給与収入 1,500万円 1,200万円 1,000万円

給与所得控除の
上限額 245万円 230万円 220万円

※1　個人住民税については平成29年度分について適用
※2　個人住民税については平成30年度分について適用

地
域
社
会
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
協
会

業
務
部
企
画
課

　

田
代 

洋
介
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●
居
住
用
財
産
の
買
換
等
に
か
か
わ
る
特
例
措
置

（
譲
渡
益
、
譲
渡
損
と
も
）

（
平
成
27
年
12
月
31
日
ま
で
）

マ
イ
ホ
ー
ム
の
買
い
換
え
を
し
て
、
売
却
で
利

益
が
出
た
場
合
、
損
失
が
出
た
場
合
の
次
の
特
例

措
置
が
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。

・
マ
イ
ホ
ー
ム
を
買
い
換
え
た
場
合
、
売
却
に
よ

る
利
益
に
対
す
る
課
税
を
将
来
に
繰
り
延
べ
る

措
置
。
た
だ
し
、
適
用
要
件
で
あ
る
売
却
価
格

に
つ
い
て
は
、
1
・
5
億
円
以
下
か
ら
1
億
円

以
下
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

・
マ
イ
ホ
ー
ム
を
買
い
換
え
た
場
合
、
売
却
に
よ

る
損
失
を
給
与
所
得
な
ど
か
ら
控
除
で
き
、
控

除
し
き
れ
な
い
分
も
最
長
3
年
間
に
わ
た
っ
て

控
除
で
き
る
措
置
。

・
マ
イ
ホ
ー
ム
を
売
却
し
て
、
残
っ
て
い
る
住
宅
ロ

ー
ン
の
額
を
下
回
る
額
と
な
っ
た
場
合
、
そ
の

損
失
を
給
与
所
得
な
ど
か
ら
控
除
で
き
、
控
除

し
き
れ
な
い
分
も
最
長
3
年
間
に
わ
た
っ
て
控

除
で
き
る
措
置
。

●
買
取
再
販
で
扱
わ
れ
る
住
宅
の
取
得
に
係
る
登

録
免
許
税
の
特
例
措
置
の
創
設

（
適
用
期
限
：
平
成
26
年
4
月
1
日
〜
平
成
28

年
3
月
31
日
ま
で
）

買
取
再
販
事
業
者
（
主
に
中
古
物
件
を
買
取
り
、

リ
フ
ォ
ー
ム
を
し
て
再
度
販
売
す
る
不
動
産
業
者
の

こ
と
）
に
よ
り
一
定
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
改

修
工
事
が
行
わ
れ
た
中
古
住
宅
を
取
得
す
る
場
合

に
、
買
主
に
課
さ
れ
る
登
録
免
許
税
の
税
率
を
一
般

住
宅
特
例
よ
り
引
き
下
げ
る
措
置
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

①NISA口座を開設する金融機関の変更
同一勘定設定期間※内（最長4年間）は、NISA口座を開設する金融機関の変更はできない。
　⇒金融機関によって取扱商品が異なるが、顧客は投資ニーズに応じて金融機関を変更することができない。

26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年

【
現　

行
】

勘
定
設
定
期
間

①
※

26年 100万円投資

27年 100万円投資

28年 100万円投資

29年 100万円投資

勘
定
設
定
期
間

②

30年 100万円投資

31年 100万円投資

…

…

②NISA口座廃止後の再開設
一度開設したNISA口座を廃止した場合、同一勘定設定期間中は、NISA口座を再開設できない。
　（例）海外転勤等でNISA口座を廃止した場合であっても、同一勘定設定期間中は帰国後のNISA口座の再開設ができない。

【
現　

行
】

勘定設定期間（平成26年〜平成29年） 勘定設定期間（平成30年〜）
平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

…

NISA口座で投資 NISA口座の廃止 同一勘定設定期間中は、
NISA口座の再開設ができない

NISA口座を開設し、投資可能

NISA口座を廃止した場合、再開設することを認める。

【
改
正
後
】

勘定設定期間（平成26年〜平成29年） 勘定設定期間（平成30年〜）
平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

…

NISA口座で投資 NISA口座の廃止 NISA口座の再開設が可能に NISA口座を開設し、投資可能

NISA口座を開設する金融機関について、一年単位での変更を認める。

【
改
正
後
】

勘
定
設
定
期
間
①

26年 100万円投資

27年 100万円投資

28年 100万円投資

29年 100万円投資

※勘定設定期間は、1つのNISA口座を開設・
設定できる期間であり、以下の3期間

①平成26年1月1日〜29年12月31日
②平成30年1月1日〜33年12月31日
③平成34年1月1日〜35年12月31日

A金融機関の
NISA口座（期間中変更不可）

A金融機関のNISA口座

C金融機関のNISA口座

B金融機関のNISA口座

B金融機関の
NISA口座（期間中変更不可）

【図表2】
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新
車
新
規
車
検
を
受
け
る
車
よ
り
【
図
表
5
】

の
通
り
拡
充
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

・
経
年
車
に
対
す
る
課
税
を
見
直
し
、
平
成
26
年

4
月
1
日
以
降
に
継
続
検
査
等
を
受
け
る
自
家

用
の
自
動
車
の
う
ち
、
新
車
新
規
登
録
か
ら
13

年
を
経
過
し
た
も
の
（
18
年
を
経
過
し
た
も
の

を
除
き
ま
す
）
に
係
る
自
動
車
重
量
税
の
税
率

が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
【
図
表
6
】。

※
営
業
用
自
動
車
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
税
率
の

ま
ま
据
え
置
き
。

●
中
古
住
宅
取
得
後
に
耐
震
改
修
工
事
を
行
う
場

合
に
お
け
る
税
制
特
例
措
置
の
適
用

現
行
で
は
、
耐
震
基
準
に
適
合
し
な
い
中
古
住

宅
を
取
得
し
、
耐
震
改
修
工
事
を
行
っ
た
後
に
入

居
す
る
場
合
、
税
制
上
の
特
例
措
置
が
受
け
ら
れ

ま
せ
ん
が
、
税
制
改
正
に
よ
り
耐
震
基
準
へ
の
適

合
が
証
明
さ
れ
た
場
合
に
は
以
下
の
特
例
措
置
の

適
用
が
可
能
と
な
り
ま
す
【
図
表
3
】。

〈
対
象
と
な
る
税
制
特
例
措
置
〉

・
住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の

特
別
控
除
（
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
）

・
直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受

け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置

・
特
定
の
贈
与
者
か
ら
住
宅
等
取
得
金
の
贈
与
を

受
け
た
場
合
の
相
続
時
精
算
課
税
の
特
例

・
既
存
住
宅
に
係
る
不
動
産
取
得
税
の
課
税
標
準

の
特
例
措
置

●
認
定
長
期
優
良
住
宅
を
新
築
し
た
場
合
の
特
例

措
置
【
図
表
4
】

（
平
成
28
年
3
月
31
日
ま
で
）

長
期
優
良
住
宅
に
認
定
さ
れ
た
住
宅
を
取
得
し

た
場
合
、
不
動
産
取
得
税
の
控
除
額
を
拡
大
す
る

こ
と
に
加
え
、
固
定
資
産
税
の
減
額
措
置
（
1
／

2
減
額
）
を
一
戸
建
て
の
場
合
は
5
年
間
、
マ
ン

シ
ョ
ン
の
場
合
は
7
年
間
に
す
る
措
置
が
2
年
間

延
長
さ
れ
ま
す
。

●
認
定
低
炭
素
住
宅
（
法
律
に
基
づ
く
二
酸
化
炭

素
排
出
の
抑
制
に
資
す
る
住
宅
の
こ
と
）
に
か

か
わ
る
特
例
措
置

（
平
成
28
年
3
月
31
日
ま
で
）

低
炭
素
住
宅
に
認
定
さ
れ
た
住
宅
を
取
得
し
た

場
合
、
所
有
権
保
存
登
記
・
所
有
権
移
転
登
記
の

税
率
を
軽
減
す
る
措
置
が
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。

（
３
）
自
動
車
関
連

●
自
動
車
重
量
税
の
見
直
し

・
い
わ
ゆ
る
自
動
車
重
量
税
に
お
け
る
エ
コ
カ
ー

減
税
に
つ
い
て
、
平
成
26
年
4
月
1
日
以
後
に

居住用財産の買換等にかかわる特例措置が適用可能となる場合のイメージ

耐震基準に適合しない
中古住宅を取得

耐震基準に適合することが
確実である旨、申請

入居

耐震改修工事の結果、
耐震基準に適合する中古住宅に入居

耐震改修工事

適用期限を平成28年3月31日まで2年延長

登録免許税

税率を一般住宅特例より引き下げ
所有権保存登記：一般住宅特例0.15％→0.1％
所有権移転登記：一般住宅特例0.3％→戸建：0.2％

マンション：0.1％

固定資産税 一般住宅特例（1/2減額）の適用期間を延長
戸建て：3年→5年、マンション：5年→7年

不動産取得税 課税標準からの控除額を一般住宅特例より増額
一般住宅特例1,200万円→1,300万円

《長期優良住宅認定基準のイメージ（戸建）》

維持管理・更新の容易性

内装・設備の清掃・点検・
補修・更新を容易に行うた
めに必要な措置が講じられ
ていること

長期に利用される構造躯体に
おいて対応しておくべき性能

必要な断熱性能等の省エネ
ルギー性能が確保されてい
ること

劣化対策

数世代にわたり住宅の構造
躯体が使用できること

住戸面積

75 ㎡以上かつ一つの階が
40 ㎡以上（地域の実情に
より増減可）

計画的な維持管理

定期的な点検・補修等に関
する計画が策定されている
こと

免震建築物であること 又は
耐震等級 2 であること 等

居住環境

良好な景観の形成等に配慮
されたものであること

耐震性

【図表3】

【図表4】
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●
自
動
車
取
得
税
の
見
直
し

・
平
成
26
年
4
月
1
日
以
降
に
取
得
す
る
自
動
車

等
に
対
し
て
課
せ
ら
れ
る
自
動
車
取
得
税
の
税

率
が
【
図
表
7
】
の
通
り
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

・
平
成
26
年
4
月
1
日
以
降
に
取
得
す
る
自
動
車

の
い
わ
ゆ
る
自
動
車
取
得
税
の
エ
コ
カ
ー
減
税

に
つ
い
て
、【
図
表
8
】
の
通
り
軽
減
割
合
が
拡

充
さ
れ
ま
す
。

●
軽
自
動
車
税
の
見
直
し

・
四
輪
車
等
に
つ
い
て

①
平
成
27
年
4
月
1
日
以
降
に
新
規
取
得
す
る
四

輪
車
等
の
新
車
の
税
率
に
つ
い
て
、
自
家
用
乗

用
車
は
1
・
5
倍
、
そ
の
他
は
1
・
25
倍
に
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す
【
図
表
9
】。

②
最
初
の
新
規
検
査
か
ら
13
年
を
経
過
し
た
四
輪

車
等
に
つ
い
て
、
平
成
28
年
度
分
か
ら
約
20
％

の
重
課
が
導
入
さ
れ
ま
す
。

・
二
輪
車
等
に
つ
い
て

二
輪
車
等
の
税
率
に
つ
い
て
、
平
成
27
年
度
分

か
ら
現
行
の
約
1
・
5
倍
（
最
低
2
0
0
0
円
）

に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
【
図
表
10
】。

今
回
の
改
正
で
は
所
得
税
、
住
宅
関
連
の
税
の

特
例
措
置
の
延
長
、
自
動
車
関
連
の
税
と
我
々
の

生
活
に
影
響
す
る
改
正
が
多
く
あ
り
ま
し
た
。

こ
の
他
、
法
人
税
関
連
で
も
様
々
な
改
正
が
あ

り
ま
す
。
財
務
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
税
制
改
正

の
概
要
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
一
度
確
認
し

て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

ま
た
、
施
行
す
る
ま
で
の
動
き
に
注
意
し
、
メ

デ
ィ
ア
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
で
適
宜
情
報
を
入
手

し
て
お
く
こ
と
も
必
要
で
す
。
税
に
対
し
て
正
し
い

知
識
を
も
ち
、
今
後
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
に
役
立
て
て

い
く
こ
と
が
大
切
で
す
。

【図表5】自動車重量税の見直し

対象車 初回車検 2回目車検 2回目車検

電気自動車　等

免税 ▲50％ 免税H27年度燃費基準
＋20％達成

H27年度燃費基準
＋10％達成

▲75％

H27年度燃費基準達成 ▲50％

【図表6】経年車の課税引上げ（平成26年4月〜）

車種区分 〜13年 13年超 18年超

自家用乗用車
（0.5t・年当たり）

4,100円

5,000円

→5,400円
（H26.4〜）

→5,700円
（H28.4〜）

6,300円自家用バス・トラック
（2.5t超）

（1t・年当たり）

※営業用自動車については、現行の税率のまま据え置き。

【図表7】税率引下げ（平成26年4月〜）

車種区分 税率 税率

自家用自動車
（軽自動車を除く）

5％ 3％

営業用自動車・軽自動車 3％ 2％

【図表8】エコカー減税の拡充（乗用車等の例）
　　　　（平成26年4月〜平成27年3月）

対象車 内容 内容

電気自動車　等
非課税 非課税

H27年度燃費基準＋20％達成

H27年度燃費基準＋10％達成 ▲75％ ▲80％

H27年度燃費基準達成 ▲50％ ▲60％

【図表9】

四輪の自家用乗用車 7,200円（現行）　→　10,800円

四輪の自家用貨物車 4,000円（現行）　→  　5,000円

【図表10】
原動機付自転車
（50cc以下）

1,000円（現行）　→　2,000円

二輪の軽自動車
（125cc超〜250cc以下）

2,400円（現行）　→ 　3,600円
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